
令和６年度 ペット同行避難対策事業 検証結果報告（概要） 

 検証実験概要 得られた知見 

ペット用資機材の活用モデル事業 

（コンテナハウス活用モデル事業） 

 参画自治体（１） 

半田市 

 検証時期 

2025 年３月 

 

 コンテナハウスは堅牢で広く、飼養場所や避難場所として適している。 

 防音効果が高く、騒音問題を気にせずに設置することができる。 

 逸走防止対策として、前室とペットルームの２部屋構造は有効。 

 設置にあたっては法令に基づく制限があり、設置を進めるための事務負担が大きい。災害時及び平常時の活用方法

と、事務負担や購入費用との費用対効果の検討が必要。 

 避難所にコンテナハウスがあることの安心感から、飼い主自身で行うべき対策が疎かにならないよう、ペットの災

害対策は飼い主の自助・共助が原則であるという啓発が必要。 

ペット用資機材の活用モデル事業 

（テント活用モデル事業） 

 参画自治体（５） 

蒲郡市、犬山市、新城市、 

豊明市、みよし市 

 検証時期 

2024 年 11 月～2025 年２月 

 飼養場所として有用であり、避難所におけるペットの受入環境の整備に効果的である。 

 工具不要で簡単に組み立てと解体ができ、移設も容易。 

 テント内に臭いがこもりやすいが、外部への影響は軽減される。 

 防音性はテントのみでは不十分であり、防音布などの併用が必要である。 

 逸走防止対策として、入り口と中仕切りネットによる２重扉は基本的には有効だが、仕様の検討が必要である。 

 換気能力に懸念がある。 

 プライバシー保護にも効果があり、飼い主とペットの同室避難が可能であるが、居住性能に改善が必要。 

 一般のレジャーテントより費用は割高であるが、避難所運営の円滑化に寄与する。 

 避難所にテントがあることの安心感から、飼い主自身で行うべき対策が疎かにならないよう、ペットの災害対策は

飼い主の自助・共助が原則であるという啓発が必要。 

ペット同行避難のモデル的な訓練の実施 

（ペット同行避難対策導入支援事業） 

 参画自治体（７） 

名古屋市、刈谷市、蒲郡市、

新城市、豊明市、尾張旭市、

東浦町 

 検証時期 

2024 年 10 月～2025 年２月 

 避難所でのペットの受入環境の整備は、避難所ごとで飼養場所と保管方法を決めることに主に集約される。 

 現状でできることから始めることが現実的。どのようにペットを受け入れ、飼い主の避難を促すかが重要。 

 地域の理解が重要であり、避難所運営の要となる地元自主防災会、施設管理者及び市町村の避難所開設担当者と、

「ペットを受け入れることは飼い主が避難を躊躇したり、避難を断られたりすることを防ぎ、公衆衛生を確保する

ために必要である」という目的の共有が必要。 

 避難所運営を妨げず、また、避難所利用者の理解を得るため、飼養場所の開設から閉鎖までを含め、ペットの管理

は飼い主自らで行う必要がある。 

 訓練計画の作成時には、施設管理者にペットの受入に対して拒絶感を与えないようにすることが重要。 

 訓練は目的をはっきりさせ、飼い主が「自分たちは何をしなければならないのか」を気付かせることが必要。 

 自主防災組織向け、飼い主向け、一般住民向けの訓練へと規模を段階的に拡大し、環境整備を更新していくことが

望ましい。 

 ただし、ペットにとって環境の変化自体がストレスとなるため、環境整備には限界がある。 

 飼い主に対して、環境整備の限界や受入頭数の限界を周知し、ペットにとってより良い避難場所を平常時から準備

するよう促すことが重要。 

 


